
工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額 実績報告 9,734

削減額 2,130 3,981

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

△
市政に関心がある
市民の割合
（H25　81.1％）

80％以上 75.8% 収入増額

削減額

投資的経費

×
経営計画の確実な実
施

11団体 0団体

◎
多目的ホール等稼働
率

26% 31.7%

○
職員の広報に対する
重要度の意識率
（H26　85.3％）

85％以上 88.2%

◎

市ホームページの
総アクセス数
（H25　1,649万
件）

1,673万件 1,761万件

○
指定管理新規導入施
設数

３施設 ３施設

○
利用料金制新規導入
施設数

35施設 35施設

H28年度は外郭団体を活用し、及び外郭団体と
連携するに当たって共通する考え方を定めた指
針を策定しました。また、市の関係部局の長等
と全外郭団体との意見交換会準備会を開催し、
指針の概要、指針に基づく今後の取組につい
て、意識の共有化を図りました。しかし、指針
の策定にとどまったため、指針を前提とした計
画の進捗管理等ができませんでした。

今後、指針に基づき、市が外郭団体に求める役
割を方針として示し、これを踏まえて各団体に
おける経営計画の策定を進めます。

削減人員（単位：人）

△

○

△
民間企業交流研修に
参加した職員の人数
(H24からの累計)

17人 16人

○

4
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

外郭団体の経営計画の適
正な実施と評価

＜指針に基づく取組の実施＞
　公益性の検証結果等を踏まえ、Ｈ26年度に
策定予定の指針に基づき、団体の財政基盤の
強化等に取り組みます。また、外郭団体自身
が実施すべき取組を定め、その指針に基づ
き、団体は経営計画を作成します。
＜取組の評価＞
　計画に基づく団体の取組については、毎
年、点検、評価していきます。

3
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

指定管理施設における利
用料金制の導入の推進

＜利用料金制導入施設の検討・審議・導入＞
　利用料金制を導入していない指定管理施設
について検討を行います。利用料金制導入に
よる効果が見込まれる施設については、指定
管理者更新に合わせ、利用料金制への移行を
進め、更なる民間活力の活用を推進します。

2
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

指定管理者制度の導入の
推進

＜指定管理者制度の導入・検討＞
　直営または民間委託等で運営する施設につ
いて、指定管理者制度導入の効果を調査・検
討し、スポーツ施設や文教施設など、市民
サービスの向上やコスト削減などの導入効果
が見込まれる施設は、積極的に導入を進めて
いきます。

◎

1
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

民間企業との交流研修の
推進

民間企業交流研修：H24年度から実施してい
る民間企業交流研修（※）を継続して実施し
ます。
（※市と民間企業との間で職員（社員）を派
遣し合い、相互に実施する実務研修）

○

民間企業交流研修は職員を相互に派遣するた
め、企業にとっては市への職員派遣が可能であ
ること、一方、市にとっては企業が市派遣職員
の育成に資する組織であることが求められるこ
とから、交流先の確保に苦慮しています。

交流予定企業との調整を早期に実施すること
で、交流企業の確保に努めていきます。

No

【総務局】

第３次行財政改革前期実施計画の進捗管理の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画通り進捗している：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

施設の有効活用に向けた方針については、外郭
団体のあり方に係る指針及び同指針に基づくま
ちづくり公社の経営計画との整合を図る必要が
あるところ、経営計画の策定に至っていないた
め、方針を策定することができませんでした。

今後予定されている、まちづくり公社の経営計
画の策定後、方針を策定し取組を実施します。

6
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

職員の広報マインドの向
上

研修の実施：市政情報を積極的に発信するた
め、職員の広報マインドの向上を図り、より
実践的で効果的な研修を開催します。
[内容]・各課の事業に適した広報手法、・各課
と広報課の広報実施における連携、・効果的
な報道資料の書き方と提供時期　など

○

△5
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

まちづくり公社保有施設
の有効活用について

＜施設の有効活用＞
　市のアセットマネジメント基本方針を参考
に、公社所有の施設について、それぞれ利用
率や維持管理費等を検証のうえ、今後の施設
のあり方を整理します。
　あわせて、コミュニティホール七間町の多
目的ホールの稼働率向上に向けた取組や広報
活動を行います。

情報発信方法（見せ方）に工夫が足りないこと
が原因と考えられます。

新たな広報媒体も活用し、メディアミックス広
報により市政の戦略的な情報発信を行います。

◎7
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

メディアミックス広報等
による情報発信

新たな広報媒体の活用：近年普及しているス
マートフォン等に対応した伝達性、拡散性に
優れたSNSなどのICTや、ワイヤーサービス
など多様な媒体を活用し、市民はもとより、
市外に向けたより広範囲で効果的な情報発信
の手段を検討、実施します。

参考資料2（2/2）
※（1/2）は前回会議で配布済

1



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

削減人員（単位：人）No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

収入増額

削減額

投資的経費

×
情報提供に切り替え
た情報
(H27 13種類)

1種類 0種類 収入増額

削減額

投資的経費

政策条例の整備支援
件数
(実績報告)

実績報告 1 収入増額

△
条例マネジメントの
実施件数（政策条
例）※対象41件

5件 3件
削減額

△
条例マネジメントの
実施件数（その他の
条例）※対象448件

50件 19件 投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

研修内容の見直し・充実を図ります。

25件

切替えにより減少し
た公開請求件数
(H27 公開請求件数
2,794件)

×

－

人材育成ビジョンを
理解し、それに基づ
く行動ができる職員
の割合

－

制度を理解し適切に
ステージを選択した
職員の割合

－ －

－
②管理職員における
女性職員の割合

－  

△
研修前と比較して危
機管理意識が向上し
た職員の割合

100% 98%

8
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

新たな情報発信への取組
（首都圏でのシティプロ
モーションの推進）

静岡市のシティプロモーション強化のため、
広報課（シティプロモーション係）と協力し
て首都圏におけるサポート協力者を組織し、
情報発信を行います。
※サポート協力者：静岡市を愛する首都圏関
係者
※サポート協力者の役割：本市シティプロ
モーションの裾野を広げる役割を担う者とし
て、自身の活動や会員同士の交流を通じて口
コミによる本市の情報発信を行います。

◎ － －

政策法務主任者研修等を活用して職員に対して
情報提供についての啓発を行うとともに、所管
課に対して情報提供に係る指導・助言を行って
いきます。

10
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

政策条例の整備と条例の
マネジメント

①政策条例の整備支援：所管課が政策実現の
ために行う自治立法の整備支援を行います。
②条例マネジメントの実施：既存の条例につ
いて、社会情勢に常に適合するためのマネジ
メント（所管課が定期的に条例の効果、成果
等を評価し、必要に応じて見直しを行う。）
を行います。
③職員研修の実施：職員の法務能力を向上さ
せるための研修等を実施します。

○

当初計画時の見込みより、通常の条例改正の件
数が多かったので、各年均等に、制定又は改正
から年数を経過した条例の点検を行うよう調整
したことにより、計画に比して実績件数が減少
したが、全ての条例を定期に点検するため十分
な進捗が保たれています。

各年均等に、制定又は改正から年数を経過した
条例の点検を行い、全ての条例を定期に点検し
ます。

○9
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

情報公開・保有情報提供
の推進

・職員研修の実施：職員研修や職員向けの庁
内報を活用し、情報公開制度に関する職員の
理解を深めます。
・実態調査・啓発：毎年度情報提供に関する
全庁調査を行い、好事例を全課で共有するこ
とにより各課における情報提供の推進を図る
とともに、各課に情報提供の推進の働きかけ
及び支援を行います。

0件

12
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

危機管理監督者の人材育
成

危機管理研修の実施：新たに課長補佐級や係
長級の監督職の職員を対象とした危機管理研
修（集合研修やｅ－ラーニング）を開催し、
更なる危機管理意識の向上を図ります。

○

○11
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

人材育成ビジョンの推進

「使命感と熱意を持ち、自ら考え行動できる
職員」を育成するため、Ｈ27年3月に改訂さ
れた「静岡市人材育成ビジョン」に基づき、
人材育成事業、人事評価制度、人事制度を効
果的に連動させて運用します。

－ －

研修会実施後のアンケートによると、研修内容
は理解できたという結果が出ていますが、危機
管理意識の向上において「変わらない」という
回答があったため、計画を下回りました。

14
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

女性職員のキャリア形成
支援と積極的な登用

①女性職員のキャリア形成支援：女性職員の
ためのキャリア形成に関する研修を充実させ
ます。
②女性の管理職員の登用：管理職員への女性
登用の目標値を設定し、性別にとらわれない
管理職員への登用を進めます。

○ － －

○13
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

複線型人事制度の推進と
キャリア形成支援

①複線型人事制度：採用２年目研修、主任主
事研修及び年次研修Ⅰでの周知を図り、対象
職員だけでなく35歳前の若手職員に対して自
己申告システムにおいて「職務深耕ステージ
設定分野等概要書」が閲覧できるように設定
することにより、自らのキャリアの方向性を
選択しやすくします。
②キャリアデザイン研修の拡充：キャリアデ
ザイン研修の拡充に係る調査・検討を行いま
す。

－

－○15
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

人事評価制度の活用

①人事評価の拡充：人事評価制度の評価結果
を一般職員の勤勉手当へ活用、拡大します。
②任用、給与、分限等への活用の検討：任
用、給与及び分限に係る活用の方向性を検討
し、検討結果を反映させます。

－

◎
サポート協力者数
（H26　0人）

170 206

－

情報提供に切り替えた情報がなかった理由は、
平成27年度における情報提供に切り替えた情
報が当初の見込みより多かったので、その反動
により情報提供への切替の対象となる情報がな
かったことが原因と考えられますが、中期的な
減少傾向は維持されています。

①対象とする一般行
政職員の割合

－

2



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

削減人員（単位：人）No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額 -54,000 -96,000

投資的経費

○
①人事委員会勧告に
基づく給与改定の実
施率

100% 100% 収入増額

削減額 31,746 105,243

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

－
制度利用による添付
書類削減率

ー ー 収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

事務事業の見直しなどにより、静岡市職員適正
配置計画を上回る減員を実施したものの、一方
で３次総の推進体制の強化などによる増員を
行ったため、増減員実績が計画を下回りまし
た。

計画した減員の実施と新たな行政需要等への対
応とを様々な手法を活用して両立し、職員の適
正配置を図ります。

ーー独自利用した事業数－

オープンデータを利
用したアプリ等活用
件数（累計）
（H26 0件）

40件 76件

565,663h
(H25比2％

減）

538,937h
(H25比
6.6％減)

○
②実施計画登載事業
の進捗率
（H26　100％）

100% 100%

－
既存附属機関等の削
減率（H26　116
機関）

ー ー

△ 計画に基づく職員数
正規23

非常勤▲25
正規3

非常勤▲40

16
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確
立

組織機構の最適化

＜組織機構改正＞
　第３次総合計画を推進するための組織機構
改正を実施します。
＜部制の見直し＞
　部制を見直し、課長に一部の権限を移譲す
るなど、さらなる意思決定の迅速化を図りま
す。
＜庁内連携の強化＞
　局に局長の補佐及び局間連携の調整を担う
局次長を配置するなどし、庁内連携を推進し
ます。

○

18
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確
立

電話サービスのあり方の
検討

電話サービスの見直し：代表電話とコールセ
ンターの今後のあり方について、現状や今後
の利用見込み、費用対効果などを踏まえ、統
合を含めた調査・検討を行い、今後の方向性
を決定し、最適なサービスの提供を行ってい
きます。

◎

○17
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確
立

附属機関等の見直し

＜見直し方針の策定＞
　全ての附属機関等をゼロベースで見直すこ
ととし、附属機関等の実態を把握した上で、
見直しの方針を策定します。
＜附属機関等の統廃合＞
　見直し方針に基づき、附属機関の廃止・統
合を図ります。

－ －

○ △19
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確
立

職員適正配置計画に基づ
く最適な職員配置

＜適正配置計画の実施＞
　職員適正配置計画に基づき、これまで以上
に増員すべきは増員し、減員すべきは減員す
るというシェイプアップの視点にたって最適
な職員配置に取り組みます。
＜次期計画の策定＞
　H31年度以降の適正配置計画を策定しま
す。

20
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確
立

職員給与制度の継続的な
点検と改善

①給与改定：職員給与は、引き続き適正な制
度・水準を確保するため、人事委員会勧告に
基づく給与改定など、必要な見直しを進める
とともに、労務職給与の見直しについて、継
続的に協議していきます。
②特殊勤務手当の調査・検証：特殊勤務手当
は、対象業務の危険性・不快性その他の特殊
性等を改めて検証し、他都市の支給状況等も
勘案しつつ、必要に応じて見直しを行いま
す。
③時間外勤務の縮減：時間外勤務の縮減は、
実績や実情を踏まえ、随時対策の見直しを行
いながら、継続して取組んでいきます。

○ ◎

◎

③時間外勤務時間数
の縮減率
（H25 577,207
ｈ）※　企業会計は
除く

22
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

マイナンバー制度の活用

＜マイナンバー制度の実施＞
　国や他の地方公共団体等、関係各機関との
間で、電子データによる情報連携を行い、市
民の負担軽減と事務の効率化に取り組みま
す。
＜市の独自利用の実施＞
　個人番号やマイナンバーカードの独自利用
の可能性について検討を行い、市民サービス
のさらなる向上に努めます。

○

○ ○21
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

新情報化推進計画の推進

①新情報化推進計画に基づく事業の実施：
オープンデータ等の新技術に対応する新しい
情報化推進計画に基づく事業（オープンデー
タの推進、公衆無線LAN整備事業、情報シス
テムのクラウド化の検討、情報セキュリティ
の向上等）を実施します。
②実施計画の進捗管理：各施策が確実に実施
できるよう、実施計画登載事業の進捗管理等
を行います。

○23
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

オープンデータの推進

①オープンデータの提供：庁内で保有する
データを精査し、随時オープンデータ化して
積極的に提供していきます。
②オープンデータの活用：データを広く活用
してもらうよう民間企業等と協力した取組み
を実施し、アプリケーションソフト等を市民
に広く活用してもらうよう周知します。ま
た、「しずおかオープンデータ推進協議会」
と連携して、事業全体の推進に取組みます。

◎

3



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

削減人員（単位：人）No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額 8,433 38,119

投資的経費

収入増額 9,187 8,757

削減額 185,990 185,990

投資的経費 5,432 5,432

収入増額

削減額 333 408

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

○
2次評価対象事業の
見直し率

100% 100%

－ GISの利用所属数  24
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

統合型ＧＩＳの構築
GISシステムの統合：GISシステムを利用する
各所属と調整し、必要な範囲でシステムを統
合します。

○

26
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

情報システムのクラウド
化の推進

システムの統合検討：システム統合を進める
中で、仮想化技術等の利用により、業務シス
テムのサーバー数を抑え、プライベート・ク
ラウドまたは、データセンター型クラウドに
統合・集約する手法を検討していきます。

△

住民情報系の情報システムのクラウド化の推進
について、各システムの現状把握に想定してい
たよりも時間を要してしまった。また方針決定
するにあたって他市町村の状況調査等に不測の
時間を要してしまった。

平成29年度の初旬に方針決定を行い、計画通
り平成30年度にクラウド基盤の構築ができる
よう進めていく。

○25
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

公衆無線LAN事業の推進

公衆無線LANアクセスポイントの設置：公衆
無線LANアクセスポイント設置を官民連携
（協議会）で推進し、オープンデータ事業
（アプリ、観光サイト作成）等との連携を図
ります。

330箇所

28
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

統合型内部情報システム
の構築

①システムの統合検討:迅速性、確実性という
電子決裁効果も踏まえ、新たに庶務事務、旅
費事務等をシステムに加えることを検討しま
す。また仮想化技術等の活用により構成機器
及び管理業務の効率化を図ることとします。
②電子決裁の全面導入検討:電子決裁を全面的
に導入し「レスペーパー」の取組みを進める
とともに、事務の効率化と意思決定の迅速化
を目指します。

○ ◎

○27
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

職員の情報セキュリティ
対策の維持・向上

セキュリティ監査・研修の実施：最新の知見
を取り入れた情報セキュリティ対策が構築、
運用等できるよう、情報システムやウェブサ
イトの脆弱性、ＩＴ資産管理台帳の整備等、
高い専門性が求められる分野に対する外部監
査を手厚くし、第三者（セキュリティ専門
家）の視点から改善指摘等を実施すること
で、セキュリティ対策の維持、向上に取組み
ます。

29
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

静岡型行政評価制度の活
用

＜政策・施策評価＞
H28年度から政策・施策評価を実施します。
＜事務事業評価＞
事務事業評価結果を予算に反映させる仕組み
づくりを行うほか、２次評価結果を予算に確
実に反映させます。

○ △

収入増額の取組が未達成となった原因として
は、玉川キャンプ場の使用料収入について、天
候不順などもあって、想定していたよりも利用
者数が少なかったことなどの影響が考えられま
す。
※所管局は、観光交流文化局

キャンプ場の利用率向上に向けたＰＲ策を進め
るなどして、収入確保を図ります。

－

31
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（待合室の
有効活用）

スペースの有効活用：姉妹都市等からの寄贈
品や所有している書や絵画などを整理すると
ともに、産業振興課と連携し、展示物を定期
的に入れ替えたり、市の取り組みをPRする
コーナーを設けるなど、スペースの有効利用
を図ります。

◎ － －

○ ◎30
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（防災行政
無線の整理・再整備）

無線の再整備：通信設備のうち、防災行政無
線（移動系）は、アナログ波の低周波数帯を
使用しているため、長距離通信に優れる特性
と、回折性（電波が遮蔽物の陰に回り込む）
という特性を有しています。その特性を活用
し、山間地等のデジタル波の届きにくい地域
における通信設備の補完手段や、区本部と被
災現場との通信設備等として再配備し、災害
時の効果的な通信（連絡）体制の強化を図り
ます。その際、配備が不要となる無線局（無
線機）を整理することにより、概ね４０台程
度の削減を図ります。

８回３回展示品入替回数◎

－

◎
アクセスポイント累
計設置数
（H26 127箇所）

379箇所

○
外部監査で緊急度中
以上の改善提言を受
けた所属数

5所属以下 4所属

◎ 無線削減台数 40台 85台

4



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

削減人員（単位：人）No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

△ 新規広告導入数 5事業 1事業 収入増額 10,306 5,225

△
広告掲載媒体数(累
計）

30事業 23事業 削減額 10,813 16,671

投資的経費

収入増額 15,428 15,428

削減額

投資的経費

収入増額 35,728 38,448

削減額

投資的経費

ﾈｰﾐﾝｸﾞﾗｲﾂ導入数
（累計）

１施設 １施設

○
使用料改定新規施設
数

23施設 23施設

H29年度は、導入可能性の高い媒体について所
管課と連携し事業化を促進します。

33
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

ネーミングライツの推進

＜日本平球技場ネーミングライツの継続＞
　ネーミングライツ事業を継続し、財源確
保、愛称の定着、スタジアムを活用した社会
貢献事業を行います。
＜ネーミングライツの新規導入＞
　動物園、スポーツ施設、産業振興施設等に
ついて、調査・検討を進め、積極的に導入す
るよう取組みます。

△ ○

日本平球技場ネーミングライツ事業を継続し、
15,428千円の収入を確保しました。また、
ネーミングライツの新規導入について、調査・
検討を進めてきましたが、ユニークベニューの
取組と併せて当事業を進めることとしたため、
対象施設の選定・公募には至りませんでした。

H29年度は、ユニークベニューとともにネーミ
ングライツを推進していきます。

△ △32
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

印刷・広報物等への広告
事業の推進

＜カタログによる広告事業＞
　広告事業として可能性の高い媒体をカタロ
グ化して広告主へ周知し、新たな広告掲載媒
体を確保します。
＜バナー・パンフ・雑誌カバー等への広告掲
載＞
　現在実施する広告事業（20媒体）を継続す
るとともに、新たに雑誌カバーやパンフレッ
トへ広告を掲載し、収入確保やコスト削減に
努めます。

○

○ ◎34
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

公の施設使用料の見直し

＜使用料の見直し＞
　施設使用料の定期的な見直し・検証を進
め、行政サービスに対する「公平性・公正
性」を確保します。

既存の広告事業（22媒体（※費用対効果が低
いことから１媒体廃止））を継続し、5,225千
円の収入を得ましたが、広告主を確保できない
媒体等があったため、計画額に達しませんでし
た。

5
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達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

○

官民連携による事
業の取組
(事業の継続・検
証）

10事業 10事業 収入増額

－

官民連携による事
業の取組
(方向性の決定・事
業着手）

－ － 削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

削減人員（単位：人）

○

○

○

○ 条例等の整備件数 ２件 ２件

○ ○

5
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

遠距離大学等通学費貸与
条例の施行

＜条例等の施行＞
遠距離大学等通学費貸与条例及び同条例施行
規則を市民に周知し、H28年4月1日に施行し
ます。

3
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

2
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

官民連携地域活性化事業
の推進

＜事業の継続実施と検証＞
10の提言プロジェクトのうち、方向性の示さ
れた５事業は継続的に検証を行います。
＜プロジェクト発足と事業化＞
方向性の示されていない５事業は、プロジェ
クトチームの発足や事業スキームの検討を行
い、事業化に向け取組んでいきます。

長期保有土地簿価
総額

2,493百万
円

2,493百万
円

4
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

静岡市土地開発公社の有
効活用と長期保有土地の
縮減

＜経営健全化計画の推進＞
健全化計画に基づき、長期保有土地の縮減を
図るとともに、保有土地の有効活用を図りま
す。

＜権限移譲協議の実施＞
分権一括法（第4次）及び「ふじのくに権限移
譲推進計画」等に基づく適切な協議を実施す
るほか、移譲後の権限の適切な執行体制を確
立します。
＜単独・共同提案の実施＞
「地方分権改革に係る提案募集方式」を活用
し、市単独又は指定都市市長会等での共同提
案を行います。

○1
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

１　市民参
加・協働の推
進

地方分権改革への対応と
権限移譲に係る執行体制
の確立

◎
単独・共同提案の
実施

3件 9件

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

ＰＰＰ・ＰＦＩ事業の導
入の推進

ＰＰＰ・ＰＦＩ導入の調査・検討：3次総、ア
セットマネジメント基本方針を踏まえ、民間
提案については、積極的に対応するととも
に、施設整備事業等におけるＰＦＩ導入可能
性について検討します。また、他都市におけ
るＰＦＩ導入事例についても調査・検討しま
す。

No

【企画局】

第３次行財政改革前期実施計画（平成28年度実績）の達成状況の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画どおり進んでいる：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

○6
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

アセットマネジメント基
本方針の推進（公共建築
物）

個別施設評価・計画策定支援、進捗管理：概
ね、100㎡以上の建物（約800施設）の施設
カルテを作成し、施設の基本情報、利用状
況、財務状況を明らかにした上で、施設の類
型（施設群）ごとに今後のマネジメントの方
向性を示し、建築物劣化調査を踏まえた個別
の施設計画を作成し実行します。

7
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

アセットマネジメント基
本方針の推進（インフラ
資産）

アセットマネジメント手法の確立：先行実施
している道路舗装、橋梁の他、トンネル、河
川、農林道、漁港、公園、上下水道などイン
フラ資産全般にわたる総資産量を把握した上
で、構造及び管理水準を見直すと共に長寿命
化を図り、投資的経費の縮減に取り組みま
す。

○

6
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達成
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達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

削減人員（単位：人）No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

収入増額

削減額 186 186

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

－ －

○ 削減延べ床面積 459㎡ 459㎡

○ 削減延べ床面積 1565.7㎡ 1565.7㎡

9
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

アセットマネジメントに
よる公共建築物の改築等

公共建築物の改築等：基本方針に基づき、公
共サービスのあり方や必要性について、市民
ニーズや政策適合性、費用対効果などから総
合的な評価を行い、計画的に施設整備を実施
します。

○

○ ○8
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

公共施設の廃止

①農村環境改善センター：H28年度の廃止に
向け、関係課及びJA清水等と施設の管理や利
用等について調整するとともに、地域住民等
に対して、廃止の必要性を周知します。
②井川支所別館：不要資産の整理及び地震等
による倒壊被害の未然防止のため、土地所有
者への別館取壊しに関する事前説明を行うと
ともに、同施設を廃止します。
③大平青少年の家：南アルプスユネスコエコ
パーク井川自然の家の類似施設を整理した上
で、H28年度に当施設を廃止します。

11
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

アセットマネジメントに
よる資産の有効活用

既存施設の有効活用：アセットマネジメント
の観点から、既存市有施設の有効活用を図り
ます。

○

○10
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

アセットマネジメントに
よる公共建築物の長寿命
化

公共建築物の長寿命化：アセットマネジメン
ト基本方針に基づき、個別施設の計画的な保
全を実施し、長寿命化を図ります。

7



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

○

実質公債費比率が改
正前の国協議の必要
のない16％未満を
維持（H26:9.3%）

16％未満維
持

7.9% 収入増額

○
臨時財政対策債を除
く市債残高（H26末
2,778億円）

2,900億円
未満

2,661億円 削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

No

【財政局】

第３次行財政改革前期実施計画の進捗管理の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画通り進捗している：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

１　健全な財
政運営の推進

新公会計制度への取組み

財務書類の作成・公表：国の動向を見据えつ
つ、複式簿記の検討、固定資産台帳の整備、
財務書類の作成・活用を行うとともに、公表
します。

○3

4
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

財政の中期見通しの作成
と公表

財政の中期見通しの作成と公表：効果的な財
政運営を確保するため、第３次総合計画前期
実施計画及び第３次行革前期実施計画の期間
（４年間）と合わせた中期的な財政の収支見
通しを立て、公表します。

○

○

7
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

予算編成作業を通じての
財源不足額の圧縮

財源不足額の圧縮：毎年の予算編成におい
て、事業の重点化や事業内容の精査などによ
り予算要求時の財源不足額を圧縮し、財政の
健全性を確保します。

6
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

普通建設事業における予
算執行の適正管理

①執行状況の把握：毎月の「公共事業執行状
況調査」により、各課の執行状況を把握し、
執行の遅れが生じている場合は、ヒアリング
を実施し、早期着手を促すとともに状況を分
析します。
②改善策の実施：執行状況の分析結果をもと
に、事業課での取組みや予算編成及び執行、
契約方法等を検討し、早期発注を図ります。

Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

フローとストックに留意
した財政運営

臨時財政対策債以外の市債の抑制：第3次総合
計画期間（H27～34年度：８年間）における
投資的経費を適正規模に保ち、臨時財政対策
債以外の新規の市債発行をコントロールする
ことで、臨時財政対策債以外の市債残高を縮
減します。（※臨時財政対策債は、地方交付
税の振替として、国の地方財政計画等により
発行可能額が示されるものであるため、除き
ます。）

5
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

△
一般競争入札実施件
数の割合

40％程度

削減人員（単位：人）

○

○

32.7%

継続業務が多く、業務の確実な履行を求めたこ
とから、過去の完了実績や信頼のある業者を選
択する指名競争入札が多く採用されたため、計
画値に達しませんでした。

随時、発注状況を確認し、目標達成できるよう
担当課に周知します。

2
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

建設工事における総合評
価一般競争入札の拡充

　総合評価一般競争入札において引き続き、
簡易型Ⅲ型を実施し、入札結果を検証して段
階的に件数の拡大に努めます。

○ ◎ 簡易型Ⅲ型実施件数 20件 29件 － －

1
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

建設業関連業務委託にお
ける一般競争入札の拡大

　建設業関連業務委託の一般競争入札の入札
結果などを分析し実施割合を４割程度に拡大
します。

○

◎

9月末時点の普通建
設事業の契約率(一
般会計）
（H26　58.9％）

60% 78.4%

○

財源不足額
（H26予算編成
　財源不足額55億
円）

60億円以下

H28当初予
算
財源不足額
50億円

8



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額

削減額 1,899,100 1,899,100

投資的経費

収入増額

削減額 400 1,331

投資的経費

収入増額 1,619 1,524

削減額

投資的経費

収入増額 932 838

削減額

投資的経費

◎

収納率（市税）
(H26当初予算時)
(現年：98.92％)
(滞繰：26.44％)
※収納率には還付未
済額を含んでいます

合　計
97.43％
現年分

99.11％
滞繰分

28.73％

合　計
98.06％

現年分
99.34％

滞繰分
39.85％

収入増額

現年分
241,738

滞繰分
71,277

現年分
529,429

滞繰分
371,701

◎ 収入未済額残高
3,070,130

千円
2,201,298

千円
削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額 136,300 184,558

削減額

投資的経費

収入増額 50,000 55,887

削減額

投資的経費

15
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

課税客体の的確な把握に
よる税収確保（固定資産
税）

①申告指導
未申告者（各種調査により把握した新規事業
者を含む）に対し催告状を送付し、申告を促
します。
②課税客体把握
税務署資料調査および現地調査により、課税
客体を的確に把握します。
③申告によらない課税
再催告を実施するも申告に応じない者に対
し、税務署資料に基づく申告によらない課税
を実施します。

○ ◎

14
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

課税客体の的確な把握に
よる税収確保（個人・法
人市民税、事業所税）

①個人市民税の未申告等調査を実施します。
②法人市民税の未申告法人に対する申告指導
及び決定課税の実施を行います。
③事業所税の未申告調査を実施します。

○ ◎

13
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

市税等の収納率の向上と
適正な債権管理の推進
（適正な債権管理の推
進）

債権管理の取組：債権管理委員会における総
括管理のもと、債権管理に関する事務処理状
況の進行管理や債権管理事務に従事する職員
への研修の実施等により徴収体制を強化し、
引き続き収納率の向上に努めます。

○

12
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

市税等の収納率の向上と
適正な債権管理の推進
（市税）

①納税課・滞納対策課・清水市税事務所が連
携し、現年課税分及び滞納繰越分の滞納整理
を強化することにより、市税収入未済額を圧
縮します。
②市税の徴収効果をより高いものとするた
め、現行の定員管理計画を確実に進める中
で、税務組織内の執行体制を見直すことによ
り、新たな人員増を抑制し、所定内定員から
徴収対策に必要な人員（３人）を確保しま
す。

○ ◎

　平成27年度に予定していた軽自動車への切
替が、小型貨物車が事故で廃車になってしまっ
たことにより、実施することが出来ませんでし
た。
　そのため、切替に伴う翌年度(平成28年度)の
手数料及び燃料費の減額効果が０円となってし
まい、計画値に達しませんでした。

平成27年度に実施できなかった２台分につい
て、平成29年度以降に実施していきます。

11
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事業コストの見直しによ
るコスト削減等（車両管
理業務の見直し）

小型自動車(乗用・貨物)から軽自動車への切り
替えを進め、低燃費車の導入を図ります。

○ △○
軽自動車への切替台
数

２台 ２台

10
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事業コストの見直しによ
るコスト削減等（古紙売
払いの活用）

紙類を捨てる際に正確に区分けするよう周知
徹底します。

○ △

9
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（入札によ
る電力調達の導入検討・
実施）

駿河区役所・蒲原支所へ電力入札を導入する
ほか、該当する施設管理者に対し、効果の周
知と導入の指導を行います。

○ ◎

　平成28年度古紙単価が平成27年度よりも高
価になっていますが、電子媒体での情報共有や
書類保管作業の効率化を図るためのペーパーレ
ス化が進み、古紙の排出量が減少したことによ
り、計画値に達しませんでした。

古紙と情報保護文書の分別について、回収時の
指導等を行い、職員へ周知を徹底します。

○ ○8
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

見直し項目設定による予
算の定期点検の実施

予算の再点検：予算編成方針において、枠配
分事業、補助金、繰出金などの見直し項目を
定め、定期的に点検を実施することにより、
予算の棚卸しを行います。

○ 収納率
各債権所管
課で報告

各債権所管
課で報告

入札実施の施設数  

◎ ①～③調査件数 23,000件 24,417件

◎ 調査件数 2,000件 2,802件

9



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額 350,000 356,891

削減額

投資的経費

収入増額 44,143 41,261

削減額

投資的経費

収入増額 132,351 108,298

削減額

投資的経費

収入増額 実績報告 790

削減額 実績報告 27,540

投資的経費

収入増額 21,896 21,818

削減額

投資的経費

Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

19
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

競輪事業による一般会計
への安定的な繰出

①競輪開催業務等の一括委託：一括委託の契
約更新をします。

②ファンサービスの充実：競輪事業会計の主
要目的である一般会計への繰出金を継続する
ため、売上向上、ファンサービスの充実に関
する各種事業を展開します。

○ ○ 一般会計への繰出金
400,000

千円
400,000

千円
○ 収入増額 400,000 400,000 － －

20
１　健全な財
政運営の推進

庁舎の有効活用
庁舎の有効活用の推進及び賃借している事務
スペースを減らします。

○

△ 新規貸付台数 142台 104台

有効活用箇所数  

17
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

自動販売機の貸付制度の
推進

自動販売機の設置を、目的外使用許可から行
政財産の貸付の方法に切り替えていきます。

○ △

新たに貸付可能な施設及び目的外使用許可から
貸付に切り替え可能な施設について、自動販売
機設置事業者の公募を行いましたが、入札不調
になった施設があり計画値に達しませんでし
た。

最低応募価格は原則20％に設定していました
が、過去に入札不調になった施設については、
別途最低応募価格の設定を検討します。

16
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

未利用地等の売却の推進
売却可能な物件を調査し、未利用地等の積極
的な売却を進めます。

○ ◎

平成27年度下期における運用利率を計画で
は、0.2％と見込んでいたが、実績では
0.113％・0.126％となったことにより計画値
に達しませんでした。

運用を行う際、将来の運用期間を考慮し、市場
の状況を情報収集することで、その時点ででき
る限り有利な利率で運用を行います。

○ △21
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

基金運用による利子負担
の軽減

債券の運用：基金の積立金が増加していく
中、より効率的に資金運用を行い、運用収入
を確保することで、一般財源負担額の軽減を
図る。

○ 債券購入運用額 12.9億円 12.9億円

18
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

ふるさと寄附金制度の推
進

寄附者増加策の検討・実施：寄附者数を増加
させることにより、新たな財源の確保を図る
ため、寄附者に対する地元特産品等の御礼の
品の導入等を含めた方策を検討した結果、前
倒しして返礼品の導入を実施します。

◎ △

全国的に返礼品競争が過熱している中、節度あ
る返礼品及びPR活動にて寄附金を募った結
果、寄附者数及び寄附金収入が計画値に達しま
せんでした。

・総務省通知（返礼品のあり方等）への対応を
含め、ふるさと納税を活用したシティプロモー
ション展開の方策を再検討していきます。
・事業所管課が積極的に寄附を集めるようにす
る仕組みづくりや、寄附がしやすい施策（メ
ニュー）の選定を検討します。
・返礼品の公募を検討します。

△
寄附者数
（Ｈ20～25の平均
12人）

23,600人 15,259人

◎ 売却額
350,000

千円
356,891

千円

10



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額 720 595

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

○
連携事業数
（H25 225事業）

２２５事業
以上

３４６事業 収入増額

△
連携協定締結数
（H25 1団体）

３団体以上 ２団体 削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

民間団体も含めた幅広い団体について、各施設
での連携実績から協定可能な団体の調査を行
い、継続的に連携事業を実施している団体につ
いては、協定締結による組織的な連携体制を構
築するよう協議を進め、年度末までの協定締結
を目指します。

7
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

教室事業等の見直しによ
る新規スポーツ実施者の
増員

スポーツ実施率の向上に寄与する事業の検
討：静岡市スポーツ推進計画に基づき、（公
財）静岡市体育協会では、市と連携して、ス
ポーツをやっていない人が参加しやすい魅力
あるプログラムを作成し、事業への新規参加
者を増やすとともに、自主財源の増収を目指
します。また、スポーツ実施率の向上を率先
して推進する立場として、市主催事業を受託
して実施することにより、ノウハウの蓄積
や、企画力の向上につなげ、受託事業、新規
事業ともに参加者の増員を目指します。
・スポーツ実施率の低い働き盛りの世代や、
乳幼児とその母が参加しやすいプログラムの
作成
・比較的利用の少ない剣道場、柔道場、会議
室等の有効活用
・自主財源の増収

○ － －

△6
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

静岡市文化振興財団にお
ける連携事業の促進

連携事業の推進：財団の持つ専門性・地域
性・総合性を活かして市民団体との連携事業
の拡充や大学・企業等との文化振興等に関す
る連携協定の締結数を増やします。

No

【観光交流文化局】

第３次行財政改革前期実施計画の進捗管理の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画通り進捗している：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

○ － －
ボランティア登録数
(累計)
（H26　35人）

42人 49人

ボランティア登録数
(累計)
（H26　0人）

2人 2人

◎

－ －○

△
キッチンカー導入数
(H26　5件)

５件 ４件

5
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

民間・市民と連携したＭ
ＩＣＥの推進（「シズカ
ン」プロジェクト推進に
よる企業・団体・市民と
の連携）

「シズカン」プロジェクトにおける市民・民
間の連携企画の実施：官民連携で「戦略的な
ＭＩＣＥの推進」、「創造都市・静岡」を実
現するため、市民・民間等の連携企画を推進
します。

4
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

民間・市民と連携したＭ
ＩＣＥの推進（徳川家康
公顕彰四百年記念事業を
契機とした事業の推進）

地域資源・歴史文化資源を活用した市所管事
業の具現化・拡充：官民連携で家康公を活用
したまちづくりを推進し、各局等で所管する
事業の具現化・拡充を図ります。

◎
具現化・拡充事業数
（H26　0事業）

１事業 ６事業

Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

１　市民参
加・協働の推
進

ボランティア事業等の推
進（賤機山古墳見学ガイ
ドボランティアの育成・
活用）

文化財サポーター制度の推進：文化財サポー
ター制度を利用しながら市民のガイドボラン
ティアを育成、配置し、市民参加による賎機
山古墳の顕彰を推進します。

3
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

民間等と連携した市民
サービスの向上（動物園
のケータリングサービ
ス・キッチンカー導入）

ケータリングサービス・キッチンカーの継続
実施：動物園にケータリングサービス・キッ
チンカーを引き続き導入し、市民サービス向
上と収入確保を図ります。

1

2
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

１　市民参
加・協働の推
進

ボランティア事業等の推
進（登呂博物館ボラン
ティアの促進）

ボランティアの促進：市民ボランティアの人
数を増やし、より多くの来場者の受け入れを
実現します。

－

削減人員（単位：人）

○

前年度契約していた業者のうち、１者が経営上
の理由から継続契約しなかったことを受け、参
入業者を募りましたが、希望者が無く目標件数
を確保できませんでした。

ケータリングサービスの導入については、一般
財団法人静岡市動物園協会が担っていることか
ら、導入が促進されるよう積極的に働きかけま
す。

○ － －

○

△ △

－

◎

スポーツ教室(自主
事業分)
参加者数
（H25 2,838人）

2,900人
(H25比2％

ｱｯﾌﾟ)
3,372人

２５事業１５事業
連携企画数
（H26　15事業）

◎

連携協定については、本市が包括連携協定を締
結している大学と連携推進に向けた意見交換を
行いました。協定締結については、静岡市文化
振興財団以外にも当該大学と協定締結を希望す
る団体が多数あることから、協定締結のルール
作りなど当該大学内部での調整が必要となり、
協定締結には至りませんでした。なお、当該大
学との連携事業は実施しています。

11



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額 実績報告 2,595

投資的経費

収入増額

削減額 実績報告 0

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

－

13
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　市民参
加・協働の推
進

登呂遺跡・登呂博物館事
業の有料化

有料体験講座の拡充：体験事業を拡充し、有
料体験講座における参加料徴収の機会を増や
します。

○ － －

○12
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　市民参
加・協働の推
進

公共施設の民間開放

公共施設の民間開放の検討：公の施設のう
ち、現在、貸館（貸出）を目的としていない
次の施設について、スペースをイベント等に
使用したい民間事業者（施設によっては個人
を含む。）に貸出すことを検討します。この
際、施設の場所・形態などを勘案するととも
に、全庁的な貸出方針・基準の下に、施設ご
との課題を踏まえ検討することとします。
[施設名]　市有文化財施設、登呂博物館、登呂
遺跡、中勘助文学記念館、静岡市美術館、静
岡音楽館（ホール・会議室以外）、静岡科学
館、芹沢銈介美術館、日本平動物園（展望広
場など）、東海道広重美術館、由比本陣記念
館、清水港船宿記念館　ほか
[利用形態]レセプション、結婚式、テレビ・映
画撮影、演奏会など
[課　題]
①実施（貸出）の是非・具体的なニーズ、②
施設の本来目的（条例上の目的）との兼ね合
い、③民業圧迫への配慮、④施設ごとの貸出
基準・貸出量・利用調整方法、⑤使用料及び
貸出のためのコスト
[工　程]
・H27年度に試行実施の可能性を検討した上
で、可能な施設はH28年度以降に試行実施を
行い、効果や課題を検証します。また、H29
年度に第7期行財政改革推進審議会の答申内容
を踏まえ市の施策案を検討した上で、H30年
度には可能性のある施設について事業を開始
していきます。

－

－

11
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（スポーツ
施設の指定管理者制度の
見直し）

現行の内容を検証した上で、次の指定管理者
更新（H28）時において、次の内容を検討し
ます。
　・新規指定施設の選定
　・現行指定施設グループ化の見直し
　・インセンティブの付与を目的とした「利
用料金制」の導入検討

○ － －

○10
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（静岡音楽
館の指定管理料の検証・
集客率の向上・収入確
保）

集客率向上、収入確保策：広報活動の強化、
オルガン500円コンサートの実施、各種講演
会を実施するほか、平成27年度からはＡＯＩ
オープンデイの開催を予定しています。
　平成28年度からの指定管理更新（第３期）
にあわせ、自主事業のチケット収入見直しな
ど、主に事業費における歳入・歳出を中心に
指定管理料を検証します。

指定管理者の導入施
設数

－

－ －○9
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

創造及び交流によりまち
の活力を生み出す文化の
振興に関する条例の施行

条例等の施行：創造及び交流によりまちの活
力を生み出す文化の振興に関する条例を市民
に周知し、H28年４月１日に施行します。静
岡市文化振興計画をH28年度に策定します。

○ 条例の整備件数 １件 １件

8
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

静岡観光コンベンション
協会の業務改善

市と協会の役割分担の見直し：H25年度より
公益財団法人となった静岡観光コンベンショ
ン協会の自主性を高め、事業拡大を図るた
め、静岡市とコンベンション協会の役割分担
を見直します。

○

－

－

○ 施設利用率
79.88％以

上
84.2%

○

－

１７施設 １７施設

２施設１施設実施施設数◎

参加体験者数 －  

12



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

○
新規組織認定数
（H３０まで８地
区）

4地区 8地区 収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

○
②施設の利用率向上
・大展示場
   北館

1％以上増
（H25比）

北館3.8%増 収入増額

△

②施設の利用率向上
・大展示場
　南館
・小展示場
　第3展示場、ﾚｾﾌﾟ
ｼｮﾝﾎｰﾙ、第1小展示
場
、第2小展示場

・大展示場
１％以上増
（H25比）

・小展示場
2～5％増

（H25比）

・大展示場
　南館
　　6.6％減
・小展示場
　第3展示場
　　0.9%減
　ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ
　　8.1%減
　第1小展示場
　　4.3%減
　第2小展示場
　　3.0%減

削減額

○
②施設の利用率向上
・会 議 室

現状維持 現状維持 投資的経費

収入増額

削減額

△
②駿府匠宿入場者数
（H25　272,560
人）

270,000人 240,180人 投資的経費

124ha

静岡駅楽市・鞠子楽
市の売上増加による
地場産業への貢献
①売上げ額

△
1.5％ｱｯﾌﾟ
(前年度比)

3%減

・工芸品について、土産物として購入していた
だける商品づくりを目指し、既存商品のブラッ
シュアップや新商品開発を行い、楽市での売上
増加につなげていきます。
・駿府匠宿で実施しているアンケートを分析し
て利用者ニーズを把握し、展示や創作体験に反
映します。
・アンケートの結果、駐車場利用料金の引き下
げについて、利用者から高い満足度を得ている
ことから、更なる周知を行い入場者数の増加に
つなげます。
・アセットマネジメントに基づき、駿府匠宿の
施設改修を行い、魅力ある施設を目指します。
・増加するクルーズ訪日外国人客を取り込むた
め、他の民間企業と連携し、駿府匠宿の入場者
数の増加を目指します。

・H25と比較して、利用件数は13件増加して
いるものの、施設利用１件あたりの利用日数
は、H25：2.7日からH28：2.4日 となってお
り、催事・イベントの開催規模が縮小傾向にあ
ることが利用率の低下に繋がっています。（景
気不安により、開催規模を一度縮小すると景気
回復後も規模は据え置きの動向。）
・大展示場は、土日はほぼフル稼働の状況はこ
こ数年変わっておらず、平日の利用が減少して
いる状況です。
・なお、毎年度利用している案件についてはリ
ピーターとして、H28についてもほぼ引き続き
利用しています。

・静岡駅楽市及び鞠子楽市の売上額は、ふるさ
と納税返礼品等、市との連携事業により27年
度計画値と比較し６％の増加となりました。
・ただし、リニューアルに伴う競合店の休業の
影響があった27年度実績値と比較し３％減と
なりました。
・駿府匠宿においては、企画展やSNS等を通じ
て、本市伝統工芸・地場産業をＰＲしました
が、利用者ニーズの多様化等により来場者数は
減少となりました。
・お客様の声を反映し駐車場利用料金の見直し
等、サービス向上に努めましたが、そのメリッ
トを周知できず、入場者数の増加にはつながり
ませんでした。

○
団体の収入に占める
補助金の割合

16% 14.8%

6
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

駿府匠宿と駿府楽市を活
用した地場産業の振興

①地場産品販路拡大基礎調査、駅楽市への誘
導対策などの情報発信対策や新商品開発を市
と連携して実施し、販路拡大を行うことで、
地場産業の振興につなげていきます。
②駿府匠宿において、企画展等の実施や有料
施設のリニューアル、他施設との連携により
入場者数の増加に努めます。

○

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

静岡市勤労者福祉サービ
スセンター会員増加策の
支援

会員増加の支援：当該センターの認知度向上
や、会員数増加のための支援策を調査・検討
した後、支援策を実施することで会員の増加
につなげます。（【目標会員数又は事業所
数】H35年度末：20,000人又は3,000社）

5
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

ツインメッセ静岡の利用
促進

①中部横断自動車道開通に伴う山梨県内企業
との交流促進：静岡に販路拡大を目指す企
業・団体に向け、（公財）静岡産業振興協会
による「ツインメッセ静岡及び市内観光施設
の見学会」の開催やイベント・展示会等につ
いて積極的な情報交換の実施など交流活動を
強化します。
②利用促進策及びPR等の検討実施：市内のコ
ンベンション施設及び関連団体等と連携し、
催事の誘致活動や利用者の満足度向上を図る
新たなサービス等を検討実施するとともに、
併せてPR活動を推進します。

4
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

・施設利用率向上に向け、営業活動を強化しま
す。
①中部横断自動車道開通に向け、山梨県内企
業・団体への営業活動を実施します。（施設見
学会参加企業への継続的なアプローチ）
②グランシップと連携し、2020年オリンピッ
ク・パラリンピック開催時の催事誘致を積極的
に推し進めます。（平成28年度には「大規模
コンベンションの共同誘致に関する協定」を締
結。）

削減人員（単位：人）

○

－ －

○ － －

－ －

－○

3
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

地域等と連携したまちづ
くりの推進（民間団体と
のまちづくり）

①まちづくり団体との連携強化等
・市と個別のまちづくり団体との連携を強化
し、民間活力の導入・活用を推進します。
②まちづくり団体の新たな活動支援
・商業者らの有志グループの新たな活動を支
援し、まちづくり団体の育成・発展を推進し
ます。

○ －
市支援策を受け創出
された、まちづくり
団体の活動数

ー ー

1

2
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

民間等と連携した市民
サービスの向上（こども
クリエイティブタウンに
おける企業との協働）

①企業との連携：土日、夏休み期間中等、実
際の企業に協力してもらいバザール等リアリ
ティのある魅力的な運営を展開します。さら
に地元の企業から講師を招き、しごとものづ
くり講座等を開催、こどもたちに地元企業の
仕事に興味を待ってもらう場を提供します。
②学校等との連携：課題となっている平日の
利用増加に向けては、小学校の社会教育に組
み込めないか検討を進め、未就学児の平日利
用推進についても幼稚園、保育園等への周知
強化を図ります。

○ －

Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

１　市民参
加・協働の推
進

NPO・地域・大学等との
協働事業の推進（農地保
全・農業用施設維持管理
における地域との共同）

①地元説明会の開催と新規協定の締結：多面
的機能支払の地元説明の開催等により周知徹
底し、新規組織との協定締結を図ります。
②取組面積の増加：現在取組中の組織につい
ては取組面積について見直しを行い、取組面
積の増加を図っていきます。

○

企業に協力を得られ
た講座実施回数

200回以上 260回

○
保全農地増加面積
（H３０まで１１６
ha）

56ha

No

【経済局】

第３次行財政改革前期実施計画の進捗管理の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画通り進捗している：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）
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工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

削減人員（単位：人）No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額 2,536 5,270

投資的経費

収入増額

削減額 248 248

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額 864 571

投資的経費

○ 事業統廃合数 ー ー

 外的要因の影響を受けない期間においては、減
少した来訪者を呼び戻す取り組みが必要となっ
ています。
このため、施設固有の魅力を活かした営業や施
設間で連携したイベントの開催、公共交通の結
節点を誘致する等の取り組みにより安定的な来
訪者の確保をしていけるようサポートします。

－

 指標である来訪者数の減少は、夏季の天候不順
や施設へのアクセス道路が災害によって通行止
め等の予期できない外的要因の影響によりま
す。

△
利用人数
（５施設合計）

167,960人 136,857人

◎ 利用者満足度 75% 88.1%13
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（日の出セ
ンターの利活用向上等）

①【本館】港湾関係利用者などの意見集約を
踏まえ、施設本来のあり方などを再検討し、
利活用の向上を図ります。また、次期指定管
理（H28.4月～）に向け、「利用料金制」の
研究・是非検討を進めます。
②【別館】共益費の適正化、普通財産化を図
るとともに、引き続き売却作業を進めます。
なお、共益費については関係者と協議を行
い、削減の見直しを行います。

△ △

本市の海洋文化拠点構想や国際クルーズ拠点
化、物流機能の移転等日の出地区の再開発が進
む中、日の出センター周辺の状況を見ながら日
の出センターの在り方を検討しているところで
あるため、別館の普通財産化についても同様に
検討を行いました。
削減額については、平成28年度計画は、共益
費と指定管理料（平成27年度指定管理料基
準）の合計が対26年度と比べ864千円削減す
るとしていました。共益費については、計画通
り削減を実施しましたが、指定管理料は、平成
28年度の指定管理更新に伴い、光熱水費の上
昇等で、基準とした平成27年度指定管理料と
比べ、293千円高くなったため、全体の削減額
は、571千円と目標値を下回りました。

海洋文化拠点調査事業の中で、日の出センター
の在り方について検討することとなっていま
す。今後は、その動きを見ながら、別館の普通
財産化の検討を行います。

○12
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（温泉施設
の利用率向上・経営改
善）

オクシズ市営温泉等活性化サポート事業を実
施し、各施設の利用人数を毎年３％ずつ増加
させることにより、全ての温泉施設において
経営状態が改善されている状態を目指しま
す。
①各施設で新規顧客を獲得し続けるための専
門研修の実施、②各施設のスタッフおもてな
しの心向上研修の実施

１件 １件

ー

－ 条例等の整備件数 ー ー

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（スズメバ
チの巣の駆除業務の縮
小・廃止）

　スズメバチの巣の駆除は、本来建物等の所
有者・管理者が駆除を行うべきであるため、
①27～28年度は、巣を早期発見し、速やか
に駆除ができるようホームページや印刷物で
周知を図ります。今後、所有者がはっきりし
ている場合は、自己の責任で駆除を行うよう
にするため、現在、個人及び民間事業者を対
象に市が行っている委託業務については、廃
止します。
②28年度は、制度変更の緩和措置として、市
で駆除費用の一部を助成するとともに、所有
者が不明で、市民に対して危険性が高いもの
については、市が駆除を行います。
③29年度から養蜂業の保護を目的として実施
してきたスズメバチの巣の駆除は、廃止しま
す。

オクシズ地域おこし条例
の施行

条例等の施行：静岡市オクシズ地域おこし条
例を市民に周知し、Ｈ27年４月１日に施行し
ます。静岡市オクシズ地域おこし計画をＨ27
年度に策定します。

－

11
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（市場HPの
統合・甲府市地方卸売市
場交流事業の廃止）

①市場として市民へ提供したい情報の見直し
を行い市HPへ統合します。
②甲府市場との交流事業は、市場まつりに参
加するのみで事業が形骸化しているため廃止
します。

○ ○ － －

○

市民の要望に対応し
た駆除の実施率
上段：駆除数
下段：実施率

○ ◎
1,000件
100％

723件
100％

10
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

－ －

9
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

工場立地法第４条の２第
２項の規定に基づく準則
を定める条例の施行

確保すべき緑地等の面積率について、市独自
に、地域の実情に応じた基準を設定する条例
を制定し、市内の特定工場における敷地の有
効活用を促進します。
①「工場立地法第４条の２第２項の規定に基
づく準則を定める条例」の制定・施行・周
知・運用を行います。

○ － －○ 条例の整備件数

○8
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

7
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

新たな情報発信への取組
（オクシズの情報発信）

平成２９年度にオクシズのブランド戦略を構
築するため、専門家とともに調査研究を行
い、プロモーションの方向性・計画を再構築
します。計画立案後は、計画に基づいたプロ
モーションの実施、効果判定を行います。

○ － －－

オクシズ関連施設、
イベント入れ込み客
数
（H27　694千
人）

ー

14



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

削減人員（単位：人）No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

◎
新規立地件数
（H25　17件）

  17件 43件 収入増額

削減額

投資的経費

◎
雇用創出人数
（H25　126件）

139人 307人

見直し業務－

－ －

－

－ －

－

○16
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

企業立地の推進

企業立地の推進・計画作成：「企業立地戦略
指針」及び「企業立地基本計画（計画期間：
H25年度～H29年度）」に基づき、企業訪問
等の誘致活動や立地費用に対する助成等によ
り、市内への企業立地を推進するとともに、
H30年度には新たな「企業立地基本計画」を
策定します。

15
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（自然災害
による農道被害の適正な
把握）

台風や地震等の自然災害で農道への被害が同
時多発的に起こった場合を想定し、部農会と
共有図面を持つことで、現状確認を迅速に効
率よく行います。ゼンリン地図に掲載されて
いない山間地に農道がある部農会に対してコ
ピーの手渡しを実施します。
また,年度毎に当該年度の新規・廃止農道を整
理し、該当地域の図面の更新作業を行いま
す。

○ －  

14
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（由比地区
地すべり管理センター監
視カメラの見直し）

①監視カメラのインターネット接続を取止
め、通信費の削減を図ります。
②由比地区地すべり防止区域における緊急連
絡体制の強化を図ります。

○ ○ 廃止事業数 ー ー

15



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

スペシャリスト認定
数

－ ー 収入増額

技能伝承官数 58人 ０人 削減額

－ － － 投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

36人 36人

◎ 120人 184人

○
災害対応等の活動に
支障となる故障等の
発生件数

0件 0件

◎
支援要員新規指定者
数

３人 ５人

○ 現場要員の拡充 ５人 5人

－

5
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

消防職員の人材育成（航
空支援要員の育成）

支援要員を確保することにより、消防ヘリコ
プターによる災害対応を安定的に行い、市民
の安全安心に寄与することができます。

○ － －

研修受講者数 －

○

4
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

査察に関する専門知識・
技術の向上

立入検査技術の向上及び違反是正を主とした
模擬査察研修を行うことにより、職員のより
専門的な知識、技術の向上を図ります。

○

7
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

消防活動支援情報のICT
化促進

消防活動支援情報のデジタル化：消防活動支
援情報をデジタル化し、早期に提供できるシ
ステムを整備することで、各種被害情報等を
提供し、情報の収集と共有化を図るととも
に、被害軽減につなげます。

6
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確
立

消防救急広域化による組
織体制の充実

広域化による現場要員の拡充：広域化後も円
滑な消防活動が行えるよう、専門知識・技術
の共有化や職員の融合を図り、H28年４月１
日の広域化を目指すとともに、現場要員を拡
充します。

第３次行財政改革前期実施計画の進捗管理の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画通り進捗している：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）No

【消防局】

◎ 救命講習受講者数 12,500人 18,830人○ － －

3
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

消防職員の人材育成（火
災調査体制の充実）

火災調査に関する啓発、助言及び指導のでき
る者「火災調査アドバイザー」を育成し、専
門的知識、技術の向上を図ります。また、他
都市で開催される調査技術会議等へ積極的に
参加させ、職員の知識向上を図ります。

Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

１　市民参
加・協働の推
進

NPO・地域・大学等との
協働事業の推進（応急手
当普及啓発活動）

①普及啓発活動の実施
・希望する小中学校に応急手当普及啓発活動
を図ります。（対象　小学５年生・中学２年
生）
・毎年広域二市二町を含む管轄内の全小中学
校188校（約15,000人）から希望を募り、
依頼された学校への救命講習を行うことによ
り、応急手当の普及を図ります。
②救命講習に対し、ｅラーニングの事前講習
を行うことで受講時間を短縮します。

1

2
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

消防職員の人材育成（消
防吏員の基本能力及び専
門能力の向上）

【人材育成】「消防局技能伝承制度」を新設
し、中堅以下の職員へ知識及び技術を伝承す
る伝承官を指名します。また、「（仮称）消
防吏員能力向上プラン」を新設し、集中的な
研修により消防業務各分野のスペシャリスト
を育成します。

○
火災調査アドバイ
ザー認定数

×△

－

削減人員（単位：人）

○

　消防広域化に伴い管轄区域が静岡市外にも及
び、職員数も1,000人を超える規模に拡大して
います。そのような状況の中で、伝承官を派遣
し、広域な区域（消防署所）及び多数の職員に
伝達していく体制から、消防、救急及び救助業
務等の各分野における専門的な知識を備えたス
ペシャリストを育成していく方向（伝達体制か
ら自ら学ぶ体制）への転換期を迎えています。

　今年度から認定していく予定であるスペシャ
リスト数と技能伝承官の指名のバランスを踏ま
え検討を図っていきます。

○ － －
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工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成28年度実績

指　標 効果額（単位：千円）No 削減人員（単位：人）

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費 8,683 0

×
小型化する消防車両
の台数

1台 0台

　前期実施計画の車両更新計画を見直し、消防
車両を適正に更新していきます。なお、実施計
画に遅れが生じていますが、財政上有利な財源
を活用し、計画的に更新を実施していきます。

－ －

×

　更新基準を充たした消防団車両を順次更新し
ていく中で、平成28年度に１台の車両を小型
化する予定でしたが、他の車両に不具合が見つ
かり、予定していた車両と組み替えて他の車両
を更新したことにより、実績なしとなりまし
た。

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

 保有映像情報の有効活用

映像システムの運用：システム環境整備に係
る調整及び技術検証作業や、システム改修を
行い、映像情報の相互情報提供が可能な環境
を構築します。

○ ○
保有映像情報の提供
箇所

3箇所 3箇所

9
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業見直しによるコ
スト削減等（消防車両の
小型化）

狭隘道路対策及び健全な財政運営を図るた
め、消防車両の小型化を実施します。

×

8
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進
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